
平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  

（国土交通省） 

制 度 名 商工組合等の留保所得の特別控除 

税 目 法人税（租税特別措置法第６１条、同法施行令第３７条） 

要

望

の

内

容 

 
事業年度終了日における出資総額が１億円以下の事業協同組合等（設立後１

０年以内の組合（その設立が、法の規定により都道府県ごとに１個又は全国を
通じて１個に限定されている法人を除く。））が、その所得の全部又は一部を
留保した時は、期末利益積立金額（当該事業年度で留保した金額を含む）が出
資総額の１／４に達するまで、その留保所得の３２％を損金算入することがで
きるとするもので、本制度の適用期限を２年間延長する。 
 

 平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

 ―  百万円 
（▲500 百万円）

新
設
・
拡
充
又
は
延
長
を
必
要
と
す
る
理
由 

⑴ 政策目的 

中小企業の事業環境整備を図り、経営基盤の強化を図るため、組合における
出資総額に対する累積積立率を引き上げることにより、内部留保の充実と経営
基盤の強化を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

 中小企業組合制度は、中小企業者が経営資源を補完し合い、協同して事業を
行うことにより、本来、中小企業者が保有する機動性、柔軟性、創造性等を活
かし、創業、新事業創出、経営革新等を図るための制度であり、事業協同組合
等（以下「組合」という。）が共同事業を円滑に実施するためには、内部留保
の充実等を図ることによって経営基盤を強化する必要がある。 

今
回
の
要
望
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標：９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利
益の保護 

施策目標：35 建設市場の整備を推進する 
 
に包含 

政 策 の 

達成目標 

出資総額に対する累積積立率が４分の１を超える組合の割合
を７５％（設立後１０年を経過した組合と同レベル）にすると
ともに、出資総額１億円以下の組合の自己資本比率及び流動比
率を出資総額１億円超の組合並とする。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
２年間 
 



 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

出資総額１億円以下の組合の自己資本比率及び流動比率を出
資総額１億円超の組合並とすることを目標とする。 
 
【組合の自己資本比率と流動比率の推移】 

 
自己資本比率 流動比率

出資総額
１億円以下

出資総額
１億円超

出資総額 
１億円以下 

出資総額
１億円超

Ｈ17 年度 － － － －
Ｈ18 年度 － － － －
Ｈ19 年度 5.3% 11.8% 90.0% 121.4%
Ｈ20 年度 9.9% 42.6% 152.0% 170.8%
Ｈ21 年度 17.5% 43.2% 148.7% 168.9%

（出典：全国中小企業団体中央会調査推計 ※H17・H18 年度調査データなし） 

政策目標の

達 成 状 況 

平成２２年６月の全国中小企業団体中央会サンプル調査結果
によると、出資総額が１億円以下の組合について、出資総額に
対する累積積立率が４分の１超に達している組合の割合は、平
成１７年度５７．１％、平成１８年度５９．６％、平成１９年
度６３．６％、平成２０年度６４．９％、平成２１年度６４．
２％と推移している。 
現下の厳しい経済情勢の影響から、組合員及び取引企業の不

振・廃業等により内部留保の充実を図ることが困難な状況にな
っているが、本制度は、設立当初期の財政地盤の弱い組合に対
して内部留保の充実を加速させるものであり、一定の効果をあ
げていると考えられる。 
 

【出資総額に対する累積積立率４分の１を超える組合の割合の推移】 
 累積積立率 1/4

超の組合の割合 
設立１０年以内の
組合に限った場合 

設立１０年超の組
合に限った場合 

Ｈ17 年度 57.1% 37.3% 64.2%
Ｈ18 年度 59.6% 36.2% 64.0%
Ｈ19 年度 63.6% 44.4% 73.6%
Ｈ20 年度 64.9% 45.7% 74.8%
Ｈ21 年度 64.2% 46.7% 75.2%

（出典：全国中小企業団体中央会調査推計） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

○適用組合数
８３１組合 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

平成２１年度において積立金額が出資総額の４分の１に満た
ない組合が全体の約３５％にのぼる点を踏まえると、本税制
は、組合支援ひいては小規模零細企業者支援の観点から、引き
続き措置が必要である。 
また、内部留保が出資総額の４分の１に満たない組合の設立

年数別分布を見てみると、設立後１０年以内の組合が５２．
５％ある。加えてここ数年、新規に設立される組合数は６００
件程度で推移しており、設立時の自己資本（出資総額）は少額
なものが多いことから、これらの設立後間もない経営基盤の強
化のためのインセンティブ付与が必要である。 
組合が内部留保を充実させることにより、組合員の教育・訓

練に資する研修を行うことや、組合資産となる会館、倉庫等の
共同施設の建設が可能となる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

【国税】
○法人税率の軽減（法人税法第６６条、同法第９９条） 
○加入金の益金不算入（法人税法第２２条、同法第２条） 
○事業利用分量配当の損金算入（法人税法第６０条の２） 
○貸倒引当金の特例制度（租特法第５７条の１０、第６８条の
５９） 等 

【地方税】 
○事業税の軽減税率の適用（地方税法第７２条の１２） 
○事務所及び倉庫の固定資産税の非課税（地方税法第３４８
条） 等 



予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

本税制措置と同一の目的・対象要件で交付される補助金等は
存在しない。 
なお、組合に対しては、その全所得に対して法人税が課税さ

れるが、組合は、営利を目的とせず、組合員の共同の利益の増
進を目的とするものであるため、法人税率の２２％の軽減税率
が適用されているほか、貸倒引当金の特例、留保所得の特別控
除等各般の税制上の支援措置が講じられている。 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

法人税率の２２％の軽減税率は、以下の特徴を有するが故に
内部留保の充実が不可欠であることから、その充実を目的とし
ている。 
(1)組合は、信用力、資金調達力が弱い中小企業が不足する経
営資源の相互補完を図りつつ、協同して事業に取り組むた
めに設立。 

(2)組合は、具体的には、共同購入、資金の貸付け、共同販
売、共同施設の設置等による経営体質改善、生産性の向
上、新たな設備の導入を図るための事業等を行うが、これ
らの共同経済事業は、営利性があるものではなく、剰余が
発生しにくいものとなっている。また、中小企業の集合体
であるため財務基盤が脆弱。 

貸倒引当金の特例については、貸倒リスクを伴う共同経済事
業を行う組合が、貸倒れによって内部留保が毀損することを防
止し、また、組合員への影響を防止するという消極的な内部留
保の充実を目的としており、法定繰入率を用いて算出した繰入
限度額の１６％増しとすることが認められている。 
留保所得の特別控除は、出資総額１億円以下の財務基盤が脆

弱な組合に限定され、中でも設立後１０年以下の組合を中心に
更なる内部留保を図るため、剰余金の３２％を損金算入するこ
とが認められている。 
以上の３つの支援措置は、いずれも内部留保の充実に関わる

ものではあるが、 
(1)軽減税率により全ての組合について共通に内部留保の充実
を図り、 

(2)貸倒引当金の特例により、組合が行う事業のリスクに対応
した形での引当の上積を認めるものであり、その結果、中
小企業全般の連鎖倒産を防止する効果をもたらし、組合が
実施する共同事業の継続性と組合員の利益の保護を図り、 

(3)特に財務基盤の弱い組合に対しては、留保所得の特別控除
により内部留保の充実を加速させる 

こととしており、それぞれ、内部留保の充実を図ることの対象
又は目的が異なり、これらの３つの特例措置を相互に活用する
ことで組合の経営基盤の安定、かつ中小企業の経営基盤の強化
につながる。 
また、組合が利用できる他の税制として、持分調整金として

の加入金の益金不算入（法人税法２２条）、徴収しすぎた賦課
金の返還を目的とした事業利用分量配当の損金算入（法人税法
６０条の２）等があるが、これらの措置はいずれも組合の事業
遂行上、必要な措置となっている。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

組合が内部留保を充実し経営基盤の強化を図ることは、組合
の活性化・健全な発展だけでなく、３００万中小企業及び取引
先である債権者等の利益の保護を図る観点からも重要。未だ多
くの組合では内部留保が十分でなく、経営基盤が脆弱な状況に
あることから、引き続き本税制措置の継続が必要である。 
また、積立て限度額や、損金算入の額についても設立後早い

段階で内部留保の強化を図るため、本税制措置は極めて有効で
ある。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別

措
置
の
適
用
実
績
と
効

果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

○適用件数（サンプル調査による推計） 
平成１９年度 ２０１４組合 
平成２０年度 １７１０組合 
平成２１年度  ８３１組合 
 
○適用実績（サンプル調査による推計） 
平成１９年度 １３８百万円 
平成２０年度 ４０８百万円 
平成２１年度 ２１３百万円 



 
 なお、業種別の過去５年度の利用状況は以下のとおりであ
り、特段の偏りはない。 
 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度
製造業 20.6% 20.5% 24.5% 29.3% 25.1%
建設業 17.6% 17.9% 18.7% 21.0% 19.6%
運輸業 11.8% 10.3% 2.8% 3.0% 3.6%
卸小売業 23.5% 23.0% 5.0% 16.5% 21.4%
サービス業 20.6% 20.5% 17.9% 16.2% 17.7%

（出典：全国中小企業団体中央会調査推計） 
租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

組合を核として新連携、地域資源活用、農商工連携等の異分
野への新たな事業創出や後継者育成、産業集積地の技能継承を
支え、各種国等の施策を提供するなど地域の基盤と言ってもよ
い存在である。組合の内部留保の充実と経営基盤の強化を図る
ことで、組合が安定的な運営ができるようになるため、組合員
企業ひいては地域・業界が発展し、地域経済の貢献につなが
る。 
また、組合が組合員のための各種事業を安定的かつ円滑に実

施できるよう組合の内部蓄積を高めることは、取引先や金融機
関等極めて多くの関係者に対する信用力を保持することとな
り、地域経済の安定化に資する。 
留保所得の特別控除を利用して内部留保（出資総額の４分の

１（２５％））が達成された組合は、２５％未満の設立後１０
年以内の組合に比して流動比率、自己資本比率及び借入金比率
のいずれの指標も優れ、財務体質が安定しており、本税制措置
が寄与しているものと考えられる。 
 

【出資総額１億円以下の組合の流動比率等の推移】 
 自己資本比率 流動比率 借入金比率 

２５％未満（設立
後１０年以内） 

16.7% 143.2% 38.9% 

２５％以上 17.8% 149.7% 29.1%
平均 17.5% 148.7% 30.4%

（出典：全国中小企業団体中央会調査推計） 

前回要望時 

の達成目標 

○組合の資本充実による経営基盤の強化を図ることにより、組
合が行う経済事業活動の活発化を図ること。 

○中小企業者の連携を通じて、創業、新事業創出、経営革新等
の促進を図ること。 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

現下の厳しい経済情勢の影響から、組合員及び取引企業の不
振・廃業等により内部留保の充実を図ることが困難な状況にな
っているが、本制度は、設立当初期の財政地盤の弱い組合に対
して内部留保の充実を加速させるものであり、一定の効果をあ
げていると考えられる。 
本税制措置の活用により組合の内部留保は確実に上昇してい

るものの、設立１０年以下の組合（商工組合を除く）で出資総
額の４分の１以上を積み立てている組合の比率は５０％を切っ
ており、引き続き本制度が必要である。設立間もない組合を対
象とした制度として理解され、内部留保の充実を図る組合の増
加が加速化するか等、数年の経過を見て判断する必要がある。 
 
【出資総額に対する累積積立率４分の１を超える組合の割合の推移】 

 
累積積立率 1/4
超の組合の割合 

設立１０年以内の
組合に限った場合 

設立１０年超の組
合に限った場合 

Ｈ17 年度 57.1% 37.3% 64.2%
Ｈ18 年度 59.6% 36.2% 64.0%
Ｈ19 年度 63.6% 44.4% 73.6%
Ｈ20 年度 64.9% 45.7% 74.8%
Ｈ21 年度 64.2% 46.7% 75.2%

（出典：全国中小企業団体中央会調査推計） 



これまでの 

要 望 経 緯 

 

税制改

正年度 

出資総額１億円

以下の組合 

出資総額金１億円超の組合 

積立金額 2,500

万円超の場合 

積立金額１億

円超の場合 

積立金額２億円

超の場合 

３９ 毎事業年度の留保所得について控除率１／２により損金算入 

５１ － １／３ － － 

５２ － － １／４  

５４ － － － １／５ 

５５ ４０／１００ ２７／１００ ２０／１００ １６／１００ 

５８ ３６／１００ ２４／１００ １８／１００ １４／１００ 

６２ ３４／１００ － － － 

元 － ２３／１００ １７／１００ １３／１００ 

３ ３２／１００ － － － 

４ － ２２／１００ １６／１００ １２／１００ 

７ － ２１／１００ １５／１００ １１／１００ 

９ － 
出資金１億円超の組合については、設立後５年以内

の事業年度に限り適用。 

１１ － ２０／１００ １４／１００ １０／１００ 

１６ － 廃止 

１７ ２年延長 － 

１９ ２年延長 － 

２１ 

２年延長 

設立後１０年以

内の事業年度に

限り適用（商工

組合、同連合会

を除く） 

－ 

 

 


